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１．はじめに 
1.1 背景 

1995年阪神・淡路大震災以降、2004年新潟県中越地震、2007年新潟県中越沖地震、2008
年岩手・宮城内陸地震などの大規模地震が発生し、その後の災害調査の結果から多くの教
訓や課題が明らかにされています。さらに 2011年 3月 11日には、東北地方太平洋沖地震
（マグニチュード(M)9.0）が発生し、被災地では、現在本格的な復旧・復興に向けての懸
命な取り組みが進められていますが、一方、全国の多くの地域では防災体制の見直しが行
われています。 
近年、群馬県では大規模地震は発生していません。しかし、強い震動が生じたことを示
す地割れ・噴砂跡等が赤城山南麓の遺跡から見つかっており、過去には大規模地震が生じ
ていた痕跡があります。このことは、群馬県も、大規模地震の発生に対して全く無縁な地
域ではないことを示しています。 
 群馬県では、阪神・淡路大震災後の平成７～９年度（1995～1997年度）に地震被害想定
調査を行っていますが、既に 15年以上経過しているため、被害想定の前提とした社会条件
等が大きく変化しています。また、その間、地震学・地震工学の進展に伴い、より高精度
に地震被害を予測することが可能となりました。 
 そのような状況を踏まえ、前回調査を見直すこととし、地盤や建築、火災などの専門家
による群馬県地震被害想定調査検討委員会において検討を行いました。 
 
1.2 目的 
本調査の目的は、群馬県に大きな被害を及ぼす可能性の高い地震に対し、本県の自然条
件や社会条件のもとで、現在の科学的知見に基づき、地震による被害を想定し、この想定
される被害を可能な限り減少させるために実施する県の地震防災対策を充実させるととも
に、市町村が実施する防災対策や、県民が自助・共助による地域防災力を向上させていく
ための検討を行う際の基礎資料とすることにあります。 
 
1.3 調査の特徴（前回調査との比較） 
今回実施した地震被害想定調査は、想定地震の震源位置や規模の見直しをはじめ、国等
が行った地震被害調査等によって明らかになった点及び強震動・被害予測手法等に関する
最新の知見、技術を用い、被害想定手法の見直しを行いました。前回の調査からの主な見
直し点は次のとおりです。 
 
（１）想定地震の変更 

想定する地震は、群馬県に大きな被害を与える可能性のある次の３つの地震としま
した。ただし、これらの地震の発生確率は、文部科学省地震調査研究推進本部によれ
ば、今後 30年以内に発生する確率が極めて低いか、あるいは、確率を算出するための
十分な知見が得られていないため明らかにされていません。 
①関東平野北西縁断層帯主部による地震、②太田断層による地震、③片品川左岸断層
による地震（前回は、群馬県南西部地震（平井断層）、群馬県北部地震及び群馬県南
東部地震（柏崎－銚子線）の３地震を想定） 
今回想定した地震は、内閣府中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地
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震・津波対策に関する専門調査委員会」(2011)の報告にあるように、あらゆる可能性
を考慮した最大クラスの地震です。 

 
また、この他に、県外の断層帯で活動した場合に本県に影響を及ぼす可能性のある、
新潟県に分布する六日町断層帯及び長野県に分布する長野盆地西縁断層帯（地震調査
研究推進本部地震調査委員会(2009, 2010)による）についても、群馬県内において推定
される震度を算出しました（各種被害予測は行っていません。）。 
更に、中央防災会議(2004)で示された、全国どこでも発生しうる、地殻内の浅い場
所で発生する地震を、県内の全ての市町村に仮に設定して、「ゆれやすさ」を調べまし
た。 

 
（２）より細かな区分への変更 

県内全域を 250mメッシュに区分し、これを算出単位として、震度や液状化危険度
等を算出しました。（前回の算出単位は、500mメッシュ） 

 
（３）正確・詳細な地盤モデルの作成 

震度分布を算出する上で必要となる、地盤モデルの設定に当たっては、新たに収集
したボーリングデータ等に基づき、より正確・詳細な地盤モデルを作成しました。 

 
（４）最新技術を用いた地震動の計算方法 

震度分布の算出方法は、震源断層面を設定することから始め、断層の破壊過程等を
考慮して計算された地震波形を求めた上で、震度を予測するという詳細な手法を採用
しました。（前回は、地震の規模と震源断層からの最短距離によって震度を予測） 

 
（５）新たな知見に基づく被害量の算出方法 

前回調査時には明らかにされていなかった新たな知見である、阪神・淡路大震災等
での活断層型の地震における強震動と建物被害の経験式を用い被害量を算出しました。 

 
（６）新たな被害予測項目 

前回は実施しなかった社会機能への支障、帰宅困難者など都市型地震被害予測項目
及び直接経済被害額を算出しました。 

 
（７）最新のデータ（人口、住宅等）の使用 

使用可能な最新の住宅や人口等のデータを用いて被害量を算出しました。 
 

（８）減災効果の定量的評価が可能な被害予測手法 
群馬県では、この地震被害想定調査で予測された被害量に対し、今後軽減する被害

量を「減災目標」として定めます。そこで、年代別構造別の建物被害予測や、家具の
固定率が影響する屋内収容物の転倒・落下による人的被害予測など、減災効果の定量
的評価が可能な被害予測手法を用いました。 
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1.4 調査のフロー 
 本調査のフロー図を示します。 
 

 
被害想定調査フロー図 
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1.5 調査結果を活用するにあたって 
 
（１）この調査は、発生する確率が低い、または不明であるが、起きた場合に被害が大規
模になることが想定される地震に対し、最新の知見をもとに、現在、群馬県が可能な
範囲で収集したデータを基に揺れや液状化危険度、地震被害量などを算出して想定し
たものです。 
実際に想定地震が発生した場合には、その震源や規模、震度の分布も想定結果と違
う結果となる場合があります。このことを考慮に入れて地震防災対策の資料としてく
ださい。 

 
（２）この調査は、個々の建築・土木構造物等の被害量を算出する目的で調査を実施した
ものではなく、確率論的な手法を用い全体の被害量を算出したもので、個々の建築・
土木構造物の被害は別途、詳細な計算が必要です。 

 
（３）この調査では、できる限り起こりうる事態を想定するよう努めましたが、項目によ
っては、科学的・工学的に的確と考えられる想定式が設定できないものもあり、具体
的な想定量を求めないで定性的な表現にとどまったもの、またデータの不足などによ
り被害想定として表現できなかったものもあります。今回の調査結果については、こ
のような条件を理解して活用する必要があります。 

 
（４）この調査における揺れの計算や震度の推定については、最新の計算手法を用いてい
ますが、今後の地震学・地震工学等の進歩、IT技術の向上及び地盤データの蓄積等に
より変更されることがあります。 
また、被害量の算出方法や式についても、過去の地震被害調査等に基づいたもので
あり、今後の新たな知見によっては、変更されることがあります。 

 
（５）より詳細な調査内容については、『報告書本編』及び『調査手法編』に記載していま
すので、こちらと併せてご活用下さい。 
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群馬県とその周辺の主な被害地震 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

群馬県に被害を及ぼした主な地震 
西暦 
（和暦） 

名称（地域） 
地震規模

(M) 
群馬県内の主な被害 

818 
（弘仁 9） 

（関東諸国） >7.5 
（相模、武蔵、下総、常陸、上野*、
下野などで被害。圧死者多数。） 

1923.9.1 
(大正 12) 

関東地震 7.9 住家全壊 107棟。 

1931.9.21 
(昭和６) 

西埼玉地震 6.9 
利根川流域に被害多い。死者 5名、
負傷者 30名、住家全壊 13棟。 

1964.6.16 
(昭和 39) 

新潟地震 7.5 負傷者 1名、住家半壊 1棟。 

2004.10.23 
(平成 16) 

平成 16年 
新潟県中越地震 

6.8 負傷者 6名。 

2011.3.11 
(平成 23) 

平成 23年 
東北地方太平洋沖地震

9.0 
死者 1名、負傷者 41名、住家半壊 7
棟、住家一部破損 17,246棟。 

（地震調査研究推進本部地震調査委員会編(2009) 日本の地震活動 第 2版に加筆） 
*上野（こうずけ）：ほぼ現在の群馬県の範囲 

群馬県とその周辺の主な被害地震 
：青線囲み：西埼玉地震の震源域 
（地震調査研究推進本部地震調査委員会編(2009) 
日本の地震活動 第 2版より） 
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２．調査概要 

被害想定の単位 

地震動の算出及び被害予測など解析・評価を行う単位は、基本的に250mメッシュ（約
250m×約250mの四角形）としました。標準地域メッシュ（昭和48年行政管理庁（現 総務
省）告示第143号）の第3次メッシュが1kmメッシュですが、その1/4地域メッシュが250mメ
ッシュとなります。 

 
群馬県全図（平成23年4月時点の市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※標高分布は、日本地図センター発行の数値地図250mメッシュ（標高）のデータを利用して作成。 

 

被害想定を行う季節・時刻・風速 

地震による被害は、季節・時刻による違いや気象条件などの違いによって大きく変わっ
てきます。そこで、想定地震ごとに次に示すケースを想定して被害予測を行いました。 
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季節と時刻及び風速の想定ケース一覧表 
No. 季節：時刻 想定ケースの説明 風速 

1 冬  5時 

・大多数の人が住宅で就寝中に被災して、住宅の倒壊や家具の転倒など
による死傷者数が最も多くなるケースです。 
・屋外滞留者数は少なくなります。 
・1995年兵庫県南部地震と同じ発生時間帯です。 

9 m/秒

2 夏 12時 
・大多数の人が通勤・通学先に移動している平日・日中の平均的なケー
スです。 
・住宅内の滞留者数は 1日の中で最も少なくなります。 

7 m/秒

3 冬 18時 

・火気の使用が一年中で最も多く、地震による出火数や火災の被害が最
も多くなる平日のケースです。 
・３つのケースの中では、帰宅・移動などで屋外滞留者数が最も多くな
ります。 

9 m/秒

※風速は各季節での強風（最悪）のケース（前橋地方気象台の10年間(2002～2011年)の観測結果による。） 

想定地震 

本調査において、被害予測を行う想定地震は、発生確率が低い、あるいは不明である
が、活動した場合に大きな被害を及ぼす可能性がある、県内に分布する３つの活断層（帯）
としました。現状においては、科学的に考えられる最大クラスの想定地震です。 
（１）関東平野北西縁断層帯主部 
（２）太田断層  
（３）片品川左岸断層 

 
（１）関東平野北西縁断層帯主部 

文部科学省地震調査研究推進本部の調査によると、本県南西部から埼玉県東部にか
けて関東平野北西縁断層帯が分布し、関東平野北西縁断層帯主部と平井－櫛挽断層帯
の２つの断層帯から構成されています。 
今回の調査では、地震調査研究推進本部による長期評価（2005）に基づき、関東平
野北西縁断層帯主部を想定地震としました。 
断層の長さは約 82kmで、断層帯全体が１つの活動区間として活動した可能性が否
定できないとされており、断層帯全体が同時に活動した場合、想定される地震の規模
（マグニチュード）は 8.1 です。 
関東平野北西縁断層帯主部による想定地震では、マグニチュードから類推されるよ
うに地震動も大きく、被害予測結果も大きくなっています。 
関東平野北西縁断層帯主部の今後 30 年以内の地震発生確率は、ほぼ 0%～0.008%
（2012年 1月 1日算定）となっており、51頁に示す参考資料「確率の数値を受け止め
る上での参考情報」によると、低い発生確率であることがわかります。 

 
この断層帯は、平均活動間隔（地震の再来周期）が 13,000～30,000年間隔、最新活
動時期が約 6,200年前以後、約 2,500年前以前であったと推測されています。地震発生
確率がほぼ 0％～0.008％というのは、最新活動時から経過した期間が短いために、今
後 30年間という期間で考えた場合、この断層による地震はほとんど起こらないという
ことを表しています。 
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No. 想定地震名
マグニ

チュード

震源断層
モデルの

長さ
(km)

震源断層
モデルの
上端深さ

(km)

地震タイプ

1  関東平野北西縁断層帯主部による地震 M=8.1 82 5 活断層による地震

2  太田断層による地震 M=7.1 24 2 活断層による地震

3  片品川左岸断層による地震 M=7.0 20 2 活断層による地震

（２）太田断層 
熊原康博氏（群馬大学教育学部）・近藤久雄氏（産業技術総合研究所）の共同調査
により、2009年、太田市から桐生市にかけて渡良瀬川右岸に活断層の存在が確認され、
「太田断層」と名付けられました。断層の長さは約 18kmです。 
想定断層としての太田断層は、断層の不確実さを考慮して、断層を北西に延長し、
長さ 24kmとしました。断層全体が活動した場合、想定される地震の規模（マグニチ
ュード）は 7.1です。 

（３）片品川左岸断層 
「新編日本の活断層」（活断層研究会編, 1991）及び「活断層詳細デジタルマップ」
（中田・今泉, 2002）によると、県北部の沼田市周辺に、片品川左岸断層の分布が示さ
れています。断層の長さは約 7～9kmです。 
想定断層としての片品川左岸断層は、断層の不確実さを考慮して、断層を南北に延
長し、北端位置から南へ、長さ 20kmとしました。断層全体が活動した場合、想定さ
れる地震の規模（マグニチュード）は 7.0です。 

 
本調査の想定地震の一覧表 

   
 
 
 
 
 
 
 

被害予測項目 

今回の調査による主な被害予測項目と予測内容は下記の通りです。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

予測項目 予測内容

揺れ・地盤被害 地震動、液状化、土砂災害

建物被害 揺れ・液状化による全壊・半壊棟数、土砂災害による全壊・半壊棟数

火災被害 出火点数、延焼棟数

人的被害
建物被害に伴う死傷者数、屋内収容物の転倒・落下による死傷者数、
火災被害による死傷者数、土砂災害による死傷者数

交通被害 緊急輸送道路ネットワークを利用した到達圏、細街路の閉塞、鉄道橋脚の被害

ライフライン被害 上水道、下水道、都市ガス・LPガス、電力、通信の被害、各復旧日数

土木構造物被害 ため池の被害

避難者及び帰宅困難者 避難者数、災害時要援護者数、帰宅困難者数

直接経済被害 直接経済被害額

その他の被害 「孤立の可能性がある集落」における孤立危険性、文化財の被災、震災廃棄物

社会機能支障 飲食機能支障、医療機能支障、住機能支障、清掃・衛生機能支障
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群馬県とその周辺の活断層分布図（被害予測を行う３つの活断層(帯)：①～③） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

①  

②  

③  

：被害予測を行う３つの 
活断層（帯）①～③ 

凡  例 

線 種 断 層 名 出   典 

 （活断層：確実度Ⅰ・Ⅱ） 新編日本の活断層（1991） 

 （活断層） 
（推定活断層） 

活断層詳細デジタルマップ（2002） 

 関東平野北西縁断層帯主部 
（平井－櫛挽断層帯） 

地震調査研究推進本部（2005） 

長野盆地西縁断層帯 地震調査研究推進本部（2001） 

六日町断層帯 地震調査研究推進本部（2009） 

 大久保断層 松田ほか（1977）、熊原・近藤（2008） 

 太田断層 熊原・近藤（2009） 

 （柏崎－銚子線）  
 
 想定起震断層（赤字） 
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３．地震動 
地震動は、断層から深部地盤を含む工学的基盤までと、工学的基盤から地表までの浅部
地盤に分けて予測しました。 
・深部地盤は、文部科学省地震調査研究推進本部による「全国地震動予測地図」の強震動
計算に用いられた深部地盤モデルを採用しました。 
・浅部地盤（表層地盤）は、県内のボーリングデータを収集し、その地質区分（微地形＊）
と地盤の硬さの指標であるＮ値＊の分布から、平面方向に連続する様に地震波（S波）速
度の層構造を 250mメッシュごとに作成して、想定地震が発生した場合の震度などを予
測しました。なお、表層地盤については、数十m程度の表層地盤の軟らかさを全県で推
定しました。一般的には、軟らかい地盤が揺れやすい地盤とされています。 

 

予測の考え方 

・被害想定を行う３つの地震それぞれに地震調査研究推進本部の公表資料などを基に、地
震動が強く発生する領域を設定し、地震動を計算するための震源断層を設定しました。 
・断層の破壊過程を考慮に入れた地震波の発生を統計的グリーン関数法＊で予測しました。 
・深部地盤では、深部地盤モデルの層構造によって地震波が多重反射しながら伝わってい
く過程を数値計算して、工学的基盤上における地震波形を予測しました。 
・浅部地盤では、工学的基盤の地震波形を入力した上で、地震波の増幅と地盤の非線形性
を考慮した等価線形法＊により地表の地震波形を予測しました。 
・予測した地表面での地震波から震度などを算出しました。 
 

地震動予測の概念図 

  

断層 

地表面での波形

工学的基盤 
Ｓ波速度 
 400～600m/秒程度 

地震基盤 
Ｓ波速度 
 3000m/秒以上 

地表 

深い地盤構造を考慮した
線形応答計算

浅い地盤構造を考慮した
 等価線形法（有効ひずみ 

 の周波数依存性考慮） 

統計的グリーン関数法に

よる地震動計算 

深部地盤

浅部地盤
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7 6強 6弱
太 田 市
伊勢崎市

桐 生 市
大 泉 町

みどり市
邑 楽 町

前 橋 市
玉 村 町
千代田町

館 林 市
藤 岡 市

高 崎 市
板 倉 町

市町村名
震度

震度の予測結果（震度 6弱以上） 

 
（１）関東平野北西縁断層帯主部による地震    （２）太田断層による地震 

（マグニチュード 8.1）           （マグニチュード 7.1） 
  

 
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）片品川左岸断層による地震 

（マグニチュード 7.0） 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

*微地形：一般的には地形図上で判読し難い自然堤防などの小規模な地形ですが、ここでは、若松・松岡(2011)により日本全国
を世界測地系の 250mメッシュ毎に区分した地形（火山地・谷底低地・扇状地・後背湿地・三角州・埋立地など）です。

*N値：特定の重さのハンマーを決まった高さから杭の上に落として、地盤に 30cm打ち込むまでの打撃回数です。地盤の硬さ
の指標となり、地盤の地震波（S波）速度の推定に利用されます。 

*統計的グリーン関数法：地震波形の数値計算方法の一つです。多数の観測記録の平均的特性を持つ波形を要素波（グリーン関
数）として、想定する断層の破壊過程に応じて足し合わせて地震波形を計算する方法です。 

*線形応答計算・等価線形法：基盤からの地震波形を入力として、多くの地層間で地震波が多重反射しながら伝わっていく過程
を計算するのが通常の線形応答計算ですが、実際はS波速度が小さくなると地盤が入力に対して比例した出力を返さな
い非線形的な効果が大きくなってきて、計算が実態に合わなくなります。この非線形性を一部ずつ等価な線形性に置き
換えて計算することで非線形性を取り込んだ計算を行う手法が等価線形法です。 

※市町村の並び順は、大きい震度が分布する面積が広い方から表示しています。 

7 6強 6弱
藤 岡 市

高 崎 市
安 中 市
富 岡 市

甘 楽 町
伊勢崎市

太 田 市
玉 村 町

前 橋 市
大 泉 町

下仁田町
千代田町

館 林 市
邑 楽 町

桐 生 市
渋 川 市
東吾妻町

榛 東 村
神 流 町

みどり市
板 倉 町

明 和 町
吉 岡 町

中之条町
長野原町

市町村名
震度

7 6強 6弱
沼 田 市
片 品 村

みどり市
川 場 村

昭 和 村
桐 生 市

市町村名
震度
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被害想定を行う３つの断層(帯)と想定断層の位置図 
 

震度分布図 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関東平野北西縁断層帯主部による地震（マグニチュード8.1） 

凡例 

― 断層(帯) 
  想定断層 
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片品川左岸断層による地震（マグニチュード7.0） 

太田断層による地震（マグニチュード7.1） 
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予防対策用の地震 

・特に地表に活断層が見られない場所でも、地殻内の浅いところでマグニチュード 7前後
の地震が突然発生した事例があります（例 2008年岩手・宮城内陸地震(M7.2)）。このよ
うな内陸地震については、いつどこで発生するか、現在の地震学の知見では解明されて
いません。 
・そこで、被害想定を行う３つの地震とは別に、内閣府中央防災会議の「首都直下地震対
策専門調査会」の報告（2004）に準じて、全国どこでも発生しうる、地殻内の浅い場所
で発生する地震を「予防対策用地震」として、県内の全ての市町村の市役所・町村役場
の直下に設定して、各市町村毎に「ゆれやすさ」を表しました。設定する地震の規模（マ
グニチュード）は、中央防災会議（2004）に準拠してM6.9としました。 
・ 下図（全県図）では、各市町村を震源とする予防対策用の地震を同時に発生させ、属す
る市町村における地震よりも隣接する市町村での地震の方が大きい場合は、大きい方を
採用し、「ゆれやすさ」を表しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予防対策用の地震（全県図） 
（市町村毎にそれぞれマグニチュード6.9） 

ゆれやすい 
 ↑ 
 
 ↓ 
ゆれにくい 

ゆれやすさ 



 15

４．液状化 
 地盤の液状化による建物被害数などを予測するため、液状化危険度の予測を行いました。 
この予測は、表層地盤の砂層の状況や地下水位を考慮して行いました。 
 

予測の考え方 

・地下 20m（液状化した場合に影響が地上に及ぶ範囲）までの砂層の深度、層厚、Ｎ値及
び地下水位を考慮し、層ごとに液状化に対する抵抗力を推定しました。 
・地中の地震動の大きさを算出して、上記の液状化に対する抵抗力と比較し、液状化の危
険度を層ごとに予測しました。 
・各層の液状化危険度をまとめて、250mメッシュ毎に液状化危険度の指標である PL値を
算出して、最終的にその地点での液状化危険度を予測しました。 

 

予測結果 

（１）関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 
関東平野北西縁断層帯主部の地震では、1）烏川と榛名白川の合流地点から下流の烏
川沿い、2）烏川と利根川合流地点より下流の利根川流域、3）桐生市市街地より南部の
渡良瀬川沿い、4）利根川と渡良瀬川に挟まれた県南東部、の各地域で液状化危険度が
高くなっています。これは、液状化が発生しやすい軟弱な地層（沖積層）が大きな河川
の周辺に分布しているためです。 
 
 
（２）太田断層による地震（M7.1） 
太田断層による地震では、1）烏川と利根川合流地点より下流の利根川流域、2）桐生
市市街地より南部の渡良瀬川沿い、3）利根川と渡良瀬川に挟まれた県南東部、の各地
域で液状化危険度が高くなっています。これは、液状化が発生しやすい軟弱な地層（沖
積層）が大きな河川の周辺に分布しているためです。 
 

 
（３）片品川左岸断層による地震（M7.0） 
片品川左岸断層による地震は、強い揺れが想定される地域が県北東部に限られること、
液状化が発生しやすい軟弱な地層（沖積層）が県北東部にあまり分布していないことか
ら、片品川左岸断層による地震の液状化危険度は、県全体で低くなっています。液状化
が生じる可能性がある地域としては、県南東部の利根川沿いと渡良瀬川沿いのごく一部
となります。 
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被害想定を行う３つの断層(帯)と想定断層の位置図 
 

液状化危険度分布図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 

液状化危険度
高い　　（15＜PL）
やや高い（ 5＜PL≦15）
低い　  （ 0＜PL≦ 5）
きわめて低い（PL＝ 0）
液状化対象外

凡例 

― 断層(帯) 
  想定断層 
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太田断層による地震（M7.1） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

片品川左岸断層による地震（M7.0） 

液状化危険度
高い　　（15＜PL）
やや高い（ 5＜PL≦15）
低い　  （ 0＜PL≦ 5）
きわめて低い（PL＝ 0）
液状化対象外

液状化危険度
高い　　（15＜PL）
やや高い（ 5＜PL≦15）
低い　  （ 0＜PL≦ 5）
きわめて低い（PL＝ 0）
液状化対象外
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５．土砂災害 
 県が把握している急傾斜地崩壊危険箇所及び山腹崩壊危険地区の基礎データを用いて、
想定地震が発生した際の斜面被害の危険度ランクを推定しました。 
なお、土石流危険渓流や地すべり危険箇所については、地震後の降雨などによる土砂災
害（複合災害）を考慮した上で、より詳細な検討が必要となるため、今回の調査では対象
外としました。 
また、斜面の表層よりも深い場所から発生する深層崩壊についても、発生メカニズムが
明確に解明されておらず、地震に伴う発生の評価手法も確立されていないことから、今回
の調査では検討していません。 
 

予測の考え方 

・急傾斜地崩壊危険箇所及び山腹崩壊危険地区の基礎データである斜面の降雨危険度評価
データを基本として、想定地震の地表の震度により地震時における斜面被害の相対的な
危険度を推定しました。 
・検討した斜面の箇所数は急傾斜地崩壊危険箇所が 4,188箇所、山腹崩壊危険地区が 1,653
箇所で、計 5,841箇所です。 
・想定地震による斜面被害の危険度は３つのランクに分け、箇所ごとに評価しました。地
震時の相対的な危険度ランクは以下のとおりです。 
     ランクA：斜面被害の危険性が高い 
     ランクB：斜面被害の危険性がある 
     ランクC：斜面被害の危険性が低い 
     （斜面対策工がなされている場合は、ランクCとしました。） 
 

予測結果 

（１）関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 
地表の震度が大きいため、地震時危険度ランク Aが、全体の 28%（1,638箇所）を占
めます。群馬県の南西部において斜面被害の割合が高くなっています。 
 
（２）太田断層による地震（M7.1） 
地表の震度が大きい群馬県南東部には、箇所（斜面）数が少ないため、地震時危険度
ランクAは、全体の 3%程度（174箇所）です。 
 
（３）片品川左岸断層による地震（M7.0） 
地表の震度が大きい地域が、群馬県北東部の片品川周辺に限られるため、地震時危険
度ランクAは、全体の約 2%程度（136箇所）です。 
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被害想定を行う３つの断層(帯)と想定断層の位置図 

 
土砂災害予測結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 

：危険性が高い 
：危険性がある 
：危険性が低い 

凡例 

― 断層(帯) 
  想定断層 
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太田断層による地震（M7.1） 

片品川左岸断層による地震（M7.0） 

：危険性が高い 
：危険性がある 
：危険性が低い 

：危険性が高い 
：危険性がある 
：危険性が低い 
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６．建物被害 
建物被害については、揺れ、液状化及び土砂災害による被害棟数を予測しました。 

 

建物の現況 

建物被害予測に当たっては、平成 23年 10月時点における直近の市町村の固定資産税課
税台帳に基づいて、建物を構造別、年代別、階数別に整理しました（公共建築物などの非
課税建物は含まれません）。 
群馬県の建物総棟数は、約 115 万棟、そのうち木造建物が約 90 万棟、非木造建物が約

25万棟あります。 
建物の用途別には、住家が約 80万棟、非住家が約 35万棟です。 
木造建物の約 47万棟(52%)が、新耐震基準が定められていない昭和 55年（1980年）以
前の建物です。 
 

予測の考え方及び予測結果 

○揺れによる建物被害予測 
揺れによる建物被害は、年代別・構造別・階数別に区分した建物ごとに、算出した計測
震度と全壊率・半壊率との関係から全壊・半壊棟数を予測しました。 
 
○液状化による建物被害予測 
液状化による建物被害は、液状化危険度予測から得られる液状化危険度及び液状化地域
における過去の建物被害率データを用いて、全壊・半壊棟数を予測しました。 
 
（揺れ及び液状化による建物被害予測結果） 
 
（１）関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 
建物被害のほとんどは揺れによるものであり、市町村別では、断層近傍の高崎市、藤岡
市、富岡市、安中市、甘楽町で全壊率が 10%を超え、極めて大きな被害となり、それらの
市町を含めて全壊率 1%を超えるのは、11市町となります。 
 
（２）太田断層による地震（M7.1） 
建物被害のほとんどは揺れによるものであり、市町村別では、断層近傍の太田市で全壊
率が 10%を超え、極めて大きな被害となり、太田市を含めて全壊率 1%を超えるのは、6
市町となります。 
 
（３）片品川左岸断層による地震（M7.0） 
市町村別では、断層近傍の片品村で全壊率が約 2%となり、その他には全壊率が 1%を超
える市町村はありません。 
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○土砂災害による建物被害予測 
土砂災害による建物被害として、急傾斜地崩壊危険箇所・山腹崩壊危険地区のデータ及
び震度分布から、想定地震毎に斜面被害の危険度をランク分けして、各危険区域内の人家
戸数の全壊・半壊棟数を予測しました。 
 
（１）関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 
市町村別では、高崎市、伊勢崎市、藤岡市、富岡市、安中市、甘楽町で斜面の近く（崖
下など）にある影響人家戸数に対する全壊率が 10%を超えています。 
 
（２）太田断層による地震（M7.1） 
市町村別では、伊勢崎市、太田市で影響人家戸数に対する全壊率が10%を超えています。 

 
（３）片品川左岸断層による地震（M7.0） 
影響人家戸数に対する全壊率が 10%を超える市町村はありません。 
 
 
 
 

 
250mメッシュごとの建物棟数分布 

  

138.40 138.60 138.80 139.00 139.20 139.40 139.60 139.80

 36.00

 36.20

 36.40

 36.60

 36.80

 37.00

0 20km

5棟未満
5棟以上10棟未満
10棟以上20棟未満
20棟以上50棟未満
50棟以上100棟未満
100棟以上

棟数
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市町村別旧耐震率（1980年以前建物棟数率）分布 

 
 

建物被害予測結果一覧表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※1 数値は、小数点以下で四捨五入しているため、計が合わないことがあります。 
※2 土砂災害による建物被害については、建物構造の区別はつきません。 

前橋市

高崎市

桐生市

伊勢崎市 太田市

沼田市

館林市

渋川市

藤岡市

富岡市

安中市

みどり市

榛東村吉岡町

上野村

神流町

下仁田町

南牧村

甘楽町

中之条町

長野原町
嬬恋村

草津町 高山村

東吾妻町

片品村

川場村

昭和村

みなかみ町

玉村町

板倉町
明和町千代田町

大泉町邑楽町

138.40 138.60 138.80 139.00 139.20 139.40 139.60 139.80

 36.00

 36.20

 36.40

 36.60

 36.80

 37.00

0 20km

２０％以上３０％未満
３０％以上４０％未満
４０％以上５０％未満
５０％以上６０％未満
６０％以上７０％未満
７０％以上８０％未満
８０％以上

旧耐震率

（単位：棟） 
建物構造

総数

項目 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊

揺れ 52,851 117,663 2,756 7,559 55,607 125,222

液状化 685 1,920 240 313 925 2,233

土砂災害 2,512 5,862

計 53,536 119,583 2,996 7,872 59,044 133,317

揺れ 19,793 47,740 1,282 3,470 21,075 51,210

液状化 347 975 137 178 484 1,153

土砂災害 338 788

計 20,140 48,715 1,419 3,648 21,897 53,151

揺れ 99 786 6 34 105 820

液状化 24 66 8 10 31 76

土砂災害 205 478

計 123 852 14 44 341 1,374

関東平野北西縁
断層帯主部

太田断層

片品川左岸断層

900,464 246,007

―

地震 1,146,471

木造 非木造 計

―

―
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0 20km

なし
0棟より大1棟未満
1棟以上2棟未満
2棟以上5棟未満
5棟以上10棟未満
10棟以上20棟未満
20棟以上

全壊棟数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 
 

 
被害想定を行う３つの断層(帯)と想定断層の位置図 

 

250mメッシュ別の揺れ・液状化による建物全壊棟数分布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 

※ 1棟未満の数値については、建物被害が生じる可能性があることを表しています。 

凡例 

― 断層(帯) 
  想定断層 
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太田断層による地震（M7.1） 

 
片品川左岸断層による地震（M7.0） 

138.40 138.60 138.80 139.00 139.20 139.40 139.60 139.80
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 36.80

 37.00

0 20km

なし
0棟より大1棟未満
1棟以上2棟未満
2棟以上5棟未満
5棟以上10棟未満
10棟以上20棟未満
20棟以上

全壊棟数

138.40 138.60 138.80 139.00 139.20 139.40 139.60 139.80

 36.00

 36.20

 36.40

 36.60

 36.80

 37.00

0 20km

なし
0棟より大1棟未満
1棟以上2棟未満
2棟以上5棟未満
5棟以上10棟未満
10棟以上20棟未満
20棟以上

全壊棟数

※ 1棟未満の数値については、建物被害が生じる可能性があることを表しています。 
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７．火災被害 
 地震による火災の被害として、冬 5時（風速 9m/秒）、夏 12時（風速 7m/秒）、冬 18時
（風速 9m/秒）の各ケースにおける焼失棟数を予測しました。 
 
 

予測の考え方 

・建物の全壊率と出火元（一般火気器具、電熱器具、電気機器・配線、化学薬品）との出
火率の関係により、市町村別の全出火件数を予測しました。なお、漏洩ガスのような時
間遅れの出火については想定の対象としていません。 
・市町村別に予測した全出火件数に対し、住民による初期消火活動で消火可能な件数を求
め、消火出来なかった件数を炎上出火件数としました。 
・炎上出火件数から、消防による消火活動で鎮火可能なもの及び自然鎮火するもの（鎮火
件数）を除き、延焼出火件数としました。 
・延焼出火点の範囲（250m メッシュ）内の建物から延焼が拡大するとして、延焼シミュ
レーションを行い、延焼範囲と焼失棟数を予測しました。延焼時間は、最長で 12 時間
に設定しました。なお、鎮火した所に延焼したケースは、鎮火件数から除きました。 
 

予測結果 

想定３地震の中で、片品川左岸断層による地震については、すべてのケースで炎上出火
件数が 0で、延焼まで至りません。他の２地震では、冬 18時（風速 9m/秒）における焼失
棟数が最も多くなります。ここでは、この季節・時刻での予測結果を示します。 
 
 
（１）関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 
県南部で延焼火災が発生し、焼失棟数が 1,000棟を超える市町村が 4市に及び、そのう
ち高崎市では焼失棟数が約 6,100棟、藤岡市及び富岡市では約 1,800棟、安中市では約 1,000
棟と焼失棟数が多くなります。 
 
 
（２）太田断層による地震（M7.1） 
県南東部で延焼火災が発生し、太田市で最も多く焼失棟数が約 2,900 棟、伊勢崎市では
約 1,200棟が焼失します。 
 
 
（３）片品川左岸断層による地震（M7.0） 
片品村で出火件数が 1件発生しますが、初期消火により炎上出火には至らないため、焼
失棟数はありません。 
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冬5時 （風速: 9m/秒) 27 14 10 4 0.1 1,412

夏12時 （風速: 7m/秒) 47 24 19 5 0.1 1,480

冬18時 （風速: 9m/秒) 197 102 47 55 1.3 12,968

冬5時 （風速: 9m/秒) 16 8 7 1 0.0 380

夏12時 （風速: 7m/秒) 23 12 7 5 0.1 1,109

冬18時 （風速: 9m/秒) 82 42 17 25 0.4 4,146

冬5時 （風速: 9m/秒) 0 0 0 0 0.0 0

夏12時 （風速: 7m/秒) 0 0 0 0 0.0 0

冬18時 （風速: 9m/秒) 1 0 0 0 0.0 0

地　震

関東平野北西縁
断層帯主部

太田断層

片品川左岸断層

出火件数（件）

ケース 全出火
件数

炎上出火
件数

鎮火
件数

延焼出火
件数

 焼失棟数（12時間後）

焼失率
(%)

焼失棟数*

（棟）

 
火災被害予測結果一覧表（出火から12時間後の結果） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
* 焼失棟数については、揺れ・液状化による全壊建物と火災による焼失建物のダブルカウントの除去を
行いました。 
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死者数 負傷者数 死者数 負傷者数 死者数 負傷者数

関東平野北西縁断層帯主部 80 1,422 66 1,199 65 1,153

太田断層 35 717 31 629 29 595

片品川左岸断層 0 13 0 11 0 11

地　　震
冬5時 夏12時 冬18時

８．人的被害 
 人的被害として、地震による建物被害、屋内収容物の転倒・落下、火災、土砂災害、ブ
ロック塀の倒壊、自動販売機の転倒、屋外落下物による死傷者数を予測しました。人的被
害は、時間帯によって被害量が変化し、火災による死傷者は、季節・風速によっても数値
が変わることから、火災被害と同様に、冬 5時（風速 9m/秒）、夏 12時（風速 7m/秒）、冬
18時（風速 9m/秒）の各ケースにおける死傷者数を予測しました。 
 

人口の現況 

・平成 22年国勢調査による群馬県の夜間人口は、約 201万人です。 
・本調査で推定した屋内人口は、5時で約 199万人、12時で約 185万人、18時で約 174万 
人です。（季節によらず同じ推定値です。） 
 

予測の考え方及び予測結果 

（１）建物被害に伴う人的被害予測 
建物被害に伴う死者数は、建物全壊棟数と死者数との関係から、負傷者数は、建物全
壊･半壊棟数と負傷数との関係から、推定した屋内人口の状況を踏まえて予測しました。 

 
建物被害に伴う人的被害予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）屋内収容物の転倒・落下による人的被害予測 
家具などの屋内収容物の転倒・落下による死者・負傷者数は、震度ごとの死亡率・負
傷率を設定し、推定した屋内人口の状況を踏まえて予測しました。 
なお、家具の転倒防止実施率を推定するに当たっては、「１４．地震災害に関する意
識調査」で実施したアンケート調査結果を活用しました。 
ここでの死傷者数は、推定した建物被害に伴う人的被害予測結果の内数です。 

 
屋内収容物の転倒・落下による人的被害予測結果一覧表 

 
 

  
 
 
  

（単位：人） 

（単位：人） 

死者数 負傷者数 死者数 負傷者数 死者数 負傷者数

関東平野北西縁断層帯主部 2,887 17,313 2,197 13,616 2,271 13,689

太田断層 1,098 7,781 999 6,222 959 6,205

片品川左岸断層 4 60 2 39 3 44

地　　震
冬5時 夏12時 冬18時
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（３）火災による人的被害予測 
火災による死傷者数は、出火時の逃げ遅れ、延焼時の建物被害による閉じこめ、延焼
時の逃げ惑いによる死傷率を設定し、推定した屋内人口の状況を踏まえて予測しました。 

 
火災による人的被害予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
（４）土砂災害による人的被害予測 
土砂災害の死傷者数は、土砂災害による建物被害と死傷者数との関係から、推定した
屋内人口の状況を踏まえて予測しました。 

 
土砂災害による人的被害予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 

 
 
（５）ブロック塀の倒壊・自動販売機の転倒による屋外通行の人的被害予測 
ブロック塀の倒壊・自暴販売機の転倒による死傷者数は、それぞれブロック塀の倒
壊・自動販売機の転倒に対する死傷者率を設定して、推定した屋外人口の状況を踏まえ
て予測しました。 

 
ブロック塀の倒壊・自動販売機の転倒による屋外通行の人的被害予測結果一覧表 
 
 
 
 
 
 
 

 
（６）屋外落下物による人的被害予測 
屋外落下物による死傷者数は、屋根瓦、吊り看板、窓ガラスなどの落下に対する死傷
者率を設定して、推定した屋外人口の状況を踏まえて予測しました。 
その結果、３つの地震で死者・重傷者は発生しませんでしたが、関東平野北西縁断層
帯主部による地震では、冬 18時の場合に負傷者が 1人となります。 

（単位：人） 

（単位：人） 

（単位：人） 

死者数 負傷者数 死者数 負傷者数 死者数 負傷者数

関東平野北西縁断層帯主部 236 296 86 108 130 163

太田断層 32 40 12 15 17 22

片品川左岸断層 19 24 7 9 11 13

地　　震
冬5時 夏12時 冬18時

死者数 負傷者数 死者数 負傷者数 死者数 負傷者数

関東平野北西縁断層帯主部 2 49 8 291 15 535

太田断層 1 31 5 176 9 322

片品川左岸断層 0 1 0 8 0 15

冬18時
地　　震

冬5時 夏12時

死者数 負傷者数 死者数 負傷者数 死者数 負傷者数

関東平野北西縁断層帯主部 8 85 6 59 239 722

太田断層 3 23 4 43 68 282

片品川左岸断層 0 0 0 0 0 0

冬5時 夏12時 冬18時
地　　震



 30

９．交通輸送施設の被害 
交通輸送施設の被害として、緊急輸送道路ネットワークを利用した到達圏、細街路の
閉塞率、鉄道橋脚被害を予測しました。 
 

予測の考え方及び予測結果 

（１）緊急輸送道路ネットワークを利用した到達圏予測 
群馬県が指定した第一次緊急輸送道路～第三次緊急輸送道路区間内にある橋長 15m
以上の橋梁を対象に、算出した地震動と橋梁の採用基準（道路橋示方書）によってその
被害を検討し、地震発生後、緊急輸送道路を利用した際の自動車による県庁からの到達
圏を予測しました。 
関東平野北西縁断層帯主部による地震では、地震発生後 1ヶ月間は、県南西部までの
到達時間が長くなることが予測され、1 ヶ月後～2 ヶ月後の間には、到達圏は回復しま
すが、到達までに通常時の 1.5倍から 4倍時間がかかるところが残ると考えられます。
太田断層及び片品川左岸断層による地震では、地震発生後 1ヶ月後～2ヶ月後の間には、
ほぼ通常時の到達圏まで回復すると考えられます。 

 
 
（２）細街路の閉塞予測 

デジタル道路マップと 250mメッシュごとの建物被災率を用いて、道路の幅員ごとに
道路閉塞率を予測しました。 
 250mメッシュの道路の信号区間を単位として、検討した道路ごとに道路閉塞率 20％
以上、15%～20%未満、15%未満の区間を抽出しました。阪神・淡路大震災後のアンケ
ートによれば、車道幅員が 3m未満になった街路の割合が 15%～20%を境にして、通行
をあきらめる割合が増える傾向にあり、地震による火災への消防部隊の駆けつけ時間に
影響すると考えられます。 
 
 
（３）鉄道橋脚の被害予測 

鉄道を構成する主要施設である鉄道橋脚（高架橋を含む）を対象として、震度 6強以
上が想定される地域の被害率により、路線区間の橋脚被害数を予測しました。 
関東平野北西縁断層帯主部による地震では、機能支障に至る程度の被害が発生する箇
所は 6箇所、太田断層による地震では 3箇所、片品川左岸断層による地震では 0箇所と
なりました。 
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群馬県庁 

群馬県庁 

自動車による県庁からの到達圏予測 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

（関東平野北西縁断層帯主部による地震発生後 1 ヶ月以内の県庁からの到達圏） 

（関東平野北西縁断層帯主部による地震発生後 1 ヶ月～2 ヶ月の県庁からの到達圏） 

群馬県庁 

（通常時の県庁からの到達圏） 
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１０．ライフライン被害 
 ライフライン施設の被害として、上水道、工業用水道、下水道、都市ガス、LPガス、電
力及び通信施設の被害を予測しました。 
 

ライフライン施設の現況 

群馬県全体では、上水道配水管が約 15,000km、下水道管きょが約 6,000km、都市ガス供
給会社が 9業者（供給件数約 15 万件）、LP ガス消費件数が約 58万件、電力電柱が約 55
万本存在します。 

 

予測の考え方及び予測結果 

（１）上水道の被害予測 
一般的に埋設管の復旧が長期化することを考慮して、埋設管の中でも特に配水管につ
いて被害件数、断水世帯数及び応急復旧日数を予測しました。 
関東平野北西縁断層帯主部による地震では、約5,100件の配水管被害が発生し、約 64%

の世帯で断水となります。太田断層による地震では、約 1,900件の配水管被害が発生し、
約 29%の世帯で断水となります。片品川左岸断層による地震では、ほとんど断水は生じ
ません。 
復旧については、1日あたり 2,000人の人員を確保したとして、関東平野北西縁断層

帯主部による地震では、約 45日程度を要し、太田断層による地震では約 17日程度を要
すると考えられます。 
 
（２）下水道の被害予測 
公共下水道施設における管きょ被害の予測を行いました。 
 関東平野北西縁断層帯主部による地震では、約 220kmにわたり管きょ被害が発生し、
約 3.7 万人が影響を受けます。太田断層による地震では、約 90kmにわたり管きょ被害
が発生し、約 1.6 万人が影響を受けます。片品川左岸断層による地震では、ほとんど被
害が発生しません。 

 
（３）都市ガスの被害予測 
都市ガスについては、供給停止戸数及び復旧日数を予測しました。 
関東平野北西縁断層帯主部による地震では、各事業者の第 1次緊急停止判断に基づき
ガスの供給が停止される戸数が 52,000戸程度となります。太田断層による地震では、供
給停止戸数が 30,000戸程度となります。片品川左岸断層による地震では、被害が発生し
ません。 
復旧については、1日あたり 110 班分の人員を確保したとして、関東平野北西縁断層
帯主部による地震では、2 週間程度、太田断層による地震では、1 週間程度を要すると
考えられます。 
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（４）LPガスの被害予測 
LPガス供給施設の被害件数及び復旧日数について予測しました。 
本県の LPガス消費者件数は、約 58万件です。 
 関東平野北西縁断層帯主部による地震では、約 4,700件の LPガスの漏洩が発生し、太
田断層による地震では、約 2,300件、片品川左岸断層による地震では、約 30件の漏洩が
発生します。 
復旧については、関東平野北西縁断層帯主部による地震では、約 1日を要し、太田断
層及び片品川左岸断層による地震では、1日以内で復旧すると考えられます。 
 
（５）電力施設の被害予測 
電力施設の被害については、電柱本数、電灯軒数を対象に電柱被害率・停電率の被害
予測及び停電復旧日数を予測しました。 
 冬 18時（風速 9m/秒）において、関東平野北西縁断層帯主部による地震では、電柱被
害率が約1.5%、停電率が約12%となり、太田断層による地震では、電柱被害率が約0.6%、
停電率が約 5%となります。片品川左岸断層による地震では、被害がほとんどありませ
ん。なお、電柱被害の要因で最も大きいのは建物被害に伴うものです。 
復旧については、関東平野北西縁断層帯主部による地震では、停電復旧に 6日程度を
要し、太田断層による地震では 2日程度を要すると考えられます。 
 
（６）通信施設の被害予測 
通信施設の被害については、電柱の被害から固定電話の不通回線率を予測しました。 
 関東平野北西縁断層帯主部による地震では、電話柱の被害により約 15,000回線の不通
が見込まれ、太田断層では、約 4,800回線の不通が見込まれます。片品川左岸断層では、
通信施設の被害はほとんどありません。 
近年の輻輳時間（通信・通話量が多く集中して、通信・通話が成立しにくい状況が継
続する時間）と不通回線数の関係から、関東平野北西縁断層帯主部による地震での輻輳
時間は、1日～2日、太田断層による地震では、1日程度と考えられます。 
 

ライフライン被害予測結果一覧表 
 
 

 
 
 
  

都市ガス LPガス

配水管
被害数
（件）

断水世帯
-直後-
（世帯）

管きょ
被災距離
（km）

被災人口
（人）

供給停止戸数
（戸）

被害件数
（件）

関東平野北西縁断層帯主部 5,127 482,024 217 37,143 51,840 4,690

太田断層 1,948 217,423 93 15,773 29,657 2,343

片品川左岸断層 17 1,520 5 694 0 29

電柱被害率
（％）

停電率
（％）

関東平野北西縁断層帯主部 1.5 11.8

太田断層 0.6 4.7

片品川左岸断層 0.003 0.022

15,041

4,763

15

地　　震

上水道 下水道

地　　震

電力（冬18時・風速：9m/秒） 通信（冬18時・風速：9m/秒）

不通回線数
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0 20km

なし
0件より大0.1件未満
0.1件以上0.2件未満
0.2件以上0.5件未満
0.5件以上1件未満
1件以上2件未満
2件以上

被害件数
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 37.00

0 20km

なし
0件より大0.1件未満
0.1件以上0.2件未満
0.2件以上0.5件未満
0.5件以上1件未満
1件以上2件未満
2件以上

被害件数

138.40 138.60 138.80 139.00 139.20 139.40 139.60 139.80

 36.00

 36.20

 36.40

 36.60

 36.80

 37.00

0 20km

なし
0件より大0.1件未満
0.1件以上0.2件未満
0.2件以上0.5件未満
0.5件以上1件未満
1件以上2件未満
2件以上

被害件数

 
250mメッシュ別配水管被害数分布図 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   関東平野北西縁断層帯主部による地震（M8.1） 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

太田断層による地震（M7.1）        片品川左岸断層による地震（M7.0） 

  ※ 1件未満の数値については、配水管被害が生じる可能性があることを表しています。 
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１１．避難者、帰宅困難者 
 平成 22年国勢調査による人口データを基に、避難者数と帰宅困難者数を予測しました。
ここでの避難者数は、建物被害・断水により避難する人数を予測しました。また、火災に
よる影響を考慮し、冬 18時（風速 9m/秒）のケースで想定しました。 
また、避難者数のうち、乳幼児（0～6歳）・高齢者（65歳以上）数、災害時要援護者数
についても、全避難者数の内数として予測しました。 
帰宅困難者は、群馬県民が県内他市町村へ通勤・通学などで外出し、滞在先で地震が発
生したことで帰宅できなくなる人数を予測しました。 
 

就業者・通学者の現況 

平成 17年国勢調査による群馬県内に住む人の 15歳以上就業者人口と通学者人口（15歳
未満を含む）の合計は、約 128万人です。 
 

予測の考え方及び予測結果 

（１）避難者の予測 
自宅建物の被災と断水の 2つの要因別に避難者数を予測しました。避難者数は地震発
生からの経過時間により推移しますが、ここでは短期避難者を想定し、発災直後、1 日
後、2日後、4日後、1ヶ月後における避難者数としました。 
対象は群馬県民とし、平成 22年国勢調査による夜間人口を基に予測しました。本調査
では、避難者全てが県内の避難所に避難するものとして想定しました。 
避難者数は、関東平野北西縁断層帯主部及び太田断層による地震の場合では、ピーク
時（1日後）、2日後においては、建物被害による避難者数と断水による避難者数の割合
が同程度になりますが、4 日後、1 ヶ月後では建物被害による避難者数の割合が多くな
ります。 

避難者予測結果一覧表 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（単位：人） 

地震 経過日数
建物被害による

避難者数
断水による
避難者数

避難者数合計

1日後 253,918 289,671 543,589

2日後 253,918 282,953 536,871

4日後 253,918 86,902 340,820

１ヶ月後 253,918 8,352 262,270

1日後 108,471 77,371 185,842

2日後 108,471 75,228 183,699

4日後 108,471 23,211 131,682

１ヶ月後 108,471 0 108,471

1日後 766 0 766

2日後 766 0 766

4日後 766 0 766

１ヶ月後 766 0 766

関東平野北西縁断層帯主部

太田断層

片品川左岸断層
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避難者予測結果一覧表（続き） 
 
 
 
 
 
 

※発災直後の避難者数は、建物被害による避難者数のみとしています。 
 
 
（２）避難者（乳幼児・高齢者）の予測 
避難者数のうち乳幼児（0～6歳）・高齢者（65歳以上）数は、平成 22年国勢調査から
その人口比率を求め、経過日数毎の全避難者数から予測しました。 

 
避難者（乳幼児・高齢者）予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）避難者（災害時要援護者）の予測 
避難者数のうち災害時要援護者数は、要介護度３以上、身体障害２級以上及び知的障
害重度 Aの人数（群馬県健康福祉統計年報（平成 24年刊）による）を対象とし、平成
22年国勢調査からその人口比率を求め、経過日数毎の全避難者数から予測しました。 

 
避難者（災害時要援護者※）予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 

    
  

（単位：人） 

（単位：人） 

（単位：人） 

※在宅・施設入所者を含めた数です。 

地震 直後
* 1日後 2日後 4日後 1ヵ月後

関東平野北西縁断層帯主部 253,918 543,589 536,871 340,820 262,270

太田断層 108,471 185,842 183,699 131,682 108,471

片品川左岸断層 766 766 766 766 766

地震 直後 1日後 2日後 4日後 1ヵ月後

関東平野北西縁断層帯主部 8,762 18,524 18,291 11,691 9,035

太田断層 3,515 6,070 5,996 4,282 3,515

片品川左岸断層 32 32 32 32 32

地震 直後 1日後 2日後 4日後 1ヵ月後

関東平野北西縁断層帯主部 73,470 155,706 153,757 98,141 75,779

太田断層 29,784 51,204 50,592 36,209 29,784

片品川左岸断層 250 250 250 250 250
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（４）帰宅困難者の予測 
帰宅困難者については、震度 5強以上のエリアで鉄道が点検等で不通となると仮定し、
自宅がある県内の市町村と外出先の市町村の距離から、帰宅困難となる割合を設定し、
帰宅困難者数を予測しました。 
帰宅困難者としては、車などによる通勤・通学の従事者・通学者も考えられますが、
地震後における道路の通行支障を定量的に予測することは困難であるため、この場合、
交通手段を問わず、鉄道の機能障害により帰宅することができない人を予測しました。 

 
帰宅困難者予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
  

（単位：人） 

市町村
内から

市町村
外から

合計
帰宅

困難者
徒歩

帰宅者
帰宅

困難者
徒歩

帰宅者
帰宅

困難者
徒歩

帰宅者

909,462 370,537 1,279,999 146,100 1,133,899 104,401 1,175,598 0 1,279,999

通勤者・通学者
関東平野北西縁

断層帯主部
太田断層 片品川左岸断層
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１２．その他の被害 
 その他の被害として、ため池の被害予測、「孤立の可能性がある集落」における孤立危険
性予測、文化財の被害可能性の予測、震災廃棄物量及び直接経済被害額の予測を行いまし
た。 
 
（１）ため池の被害予測 
群馬県内に存在する 594 箇所のため池について、地震発生に伴う地盤の液状化により、
堤防の沈下量を予測しました。 
堤防の沈下量が 0.5m 以上と予測されたものは、関東平野北西縁断層帯主部による地震
で10箇所、太田断層による地震では1箇所、片品川左岸断層による地震では0箇所でした。 
 
 
（２）「孤立の可能性がある集落」における孤立危険性予測 
内閣府の調査結果（平成 22 年度）によると、地震等に伴う道路の法面崩壊等でアクセ
ス道路が寸断され、孤立する可能性がある集落数は、群馬県全体で 631集落あり、沼田市、
渋川市及びみなかみ町では 50集落を越えます。 
今回の地震被害想定調査では、内閣府の調査結果により孤立の可能性があるとされた集
落（631）と「５．土砂災害予測」で予測した急傾斜地崩壊危険箇所及び山腹崩壊危険地区
の地震時における斜面被害の相対的な危険度ランク（A～C）を重ね合わせ、集落が孤立す
る危険性を予測しました。 
その結果、３つの想定地震それぞれで予測された、相対的に危険度が高い地震時危険度
ランクAの分布と、孤立の可能性がある集落の分布が近い場合は、その集落が孤立する危
険性が高いと予測されます。 
 
 
（３）文化財の被災可能性の予測 
国指定及び県指定文化財で、被災可能性がある震度 6強以上または延焼と推定される地
域にある文化財は、関東平野北西縁断層帯主部による地震で 99、太田断層による地震で 22
が抽出されました。この内 16が重複しています。片品川左岸断層による地震では抽出され
ませんでした。 
 
 
（４）震災廃棄物の予測 
震災廃棄物について、建物被害による躯体残骸物（住宅･建築物等の瓦礫）の発生量を
予測しました。ここでは、火災による影響を考慮し、冬 18時（風速 9m/秒）のケースを示
します。 
震災廃棄物の量は、関東平野北西縁断層帯主部による地震では、約 880万トンと予測さ
れます。太田断層による地震では、約 370万トン、片品川左岸断層による地震では、約 8
万トンと予測されます。  
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木造 非木造 合計

関東平野北西縁断層帯主部 689.5 188.4 877.9

太田断層 264.9 101.2 366.1

片品川左岸断層 7.5 0.9 8.4

地震
冬18時

震災廃棄物量予測結果(建物瓦礫量)一覧表 

 

 

 

 

 

 

 
※ 東京ドーム 1 杯分の容量は約 124 万 m3です。阪神・淡路大震災での解体廃棄物の発生原単位が木造家屋

で 1.44 トン/m3、非木造を RC 造･鉄骨造の平均とすると 2.14 トン/m3となり、東京ドーム 1 杯分は木造で
約 179 万トン、非木造で約 265 万トンほどです。 

 
 
（５）直接経済被害額の予測 
直接経済被害額については、建物被害、ライフライン被害及び交通被害の被害想定結果

から、復旧に要する原単価を設定して総直接被害額を予測しました。 
ここでは、火災による影響を考慮し、冬 18 時（風速 9m/秒）のケースを示します。 

 

直接経済被害額の予測結果一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関東平野北西縁
断層帯主部

太田断層 片品川左岸断層

建物被害 18,178 7,190 169

家財 8,998 3,737 41

償却資産 1,696 696 8

在庫資産 1,090 448 5

小計 29,962 12,070 223

上水道 207 93 1

下水道 1,229 516 30

都市ガス 114 65 0

ＬＰガス 10 5 -

電力 150 60 -

小計 1,710 740 31

道路 289 31 6

鉄道 265 63 0

小計 554 94 6

32,226 12,904 260

交通被害

合　計

被害項目

冬１８時　（風速：9m/秒 の場合）

建物被害

ライフライン
被害

（単位：万トン） 

（単位：億円） 

※1 数値は、小数点以下で四捨五入しているため、合計が合わないことがあります。

※2 「－」は、0.5 億円未満の被害があることを表しています。 
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１３．社会機能支障 
 社会の各種機能支障として、飲食機能支障の予測、医療機能支障の予測、住機能支障の
予測及び清掃・衛生機能支障の予測を行いました。 
 季節・時刻は、冬 18時（風速 9m/秒）のケースで想定しました。 
 
 

予測の考え方及び予測結果 

 
（１）飲食機能支障の予測 
飲食機能支障については、避難者に対する食料及び飲料水の需要量と、避難者と県・
市町村の有する備蓄量との比較により過不足量を予測しました。避難者が有する備蓄量
を推定する際には、「１４．地震災害に関する意識調査」で実施したアンケート調査結
果を活用しました。 

 
飲食機能支障予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）医療機能支障の予測 
建物損傷などの医療機能の低下から要転院患者数を予測し、また、予測される重篤者、
重傷者及び中等傷者数に対して医療機関で利用可能な病床数から医療需給過不足数を
予測しました。 

 
医療機能支障予測結果一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
  

重篤者 重傷者 中等傷者 重篤者 重傷者 中等傷者

関東平野北西縁断層帯主部 1,843 △ 746 △ 3,773 3,695 762 △ 745 △ 2,581 5,930

太田断層 539 △ 294 △ 636 13,260 245 △ 294 △ 313 13,809

片品川左岸断層 3 10 1,116 20,065 3 10 1,116 20,065

(△ が不足)

地　震

医療機能支障（人）

１日後 ４日後

要転院
患者数

医療需給過不足数 要転院
患者数

医療需給過不足数

1日後 2日後 3日後 1日後 2日後 3日後

関東平野北西縁断層帯主部 1,119 △ 720 △ 2,652 1,039 △ 194 △ 1,427

太田断層 872 255 △ 406 467 153 △ 161

片品川左岸断層 647 644 642 223 223 223

(△が不足)

地　震
食料過不足量 (千食) 飲料水過不足量（Kℓ）
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（３）住機能支障の予測 
住機能支障は、震災時に自宅建物の損傷やライフラインの支障等によって発生し、ラ
イフライン復旧状況等に応じて、影響を受ける人数（世帯）や住環境が時間的に変化し
ます。 
住機能支障については、次の時期において予測しました。 
・発災直後の短期的住機能支障（避難所収容人数との比較） 
・発災後約１ヶ月～約１年後までの中期的住機能支障（応急仮設住宅需要量） 
・発災後約１年～数年以降の長期的住機能支障（公営住宅入居者等） 

短期的住機能支障の予測結果では、全県で見た場合、避難所の収容人数に不足はあり
ませんが、市町村ごとに見ると、関東平野北西縁断層帯主部による地震と太田断層によ
る地震において、一部の市町村で 1日後、4日後の避難者数が避難所収容可能人数を超
えることが予測されます。 

 
短期的住機能支障予測結果一覧表 

  
 
 
 
 
 
 

 
中・長期的住機能支障予測結果一覧表 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）清掃・衛生機能支障の予測 
清掃・衛生機能支障については、避難所における仮設トイレの必要量に対する簡易トイ
レの比率により、避難者数に対する簡易トイレの需要量及び過不足数を予測しました。 
また、阪神・淡路大震災（1995年）の事例より、発災～3ヶ月後、3ヶ月後～半年後、
半年後～1年後における 1ヶ月当りの家庭ゴミ及び粗大ゴミの発生量を予測しました。 
  

避難所に避難
する人数

避難所収容人
員過不足数

避難所に避難
する人数

避難所収容人
員過不足数

関東平野北西縁断層帯主部 353,333 824,103 221,533 955,903

太田断層 120,798 1,056,639 85,593 1,091,843

片品川左岸断層 498 1,176,938 498 1,176,938
(△ が不足)

地　震
避難所

収容人数

1日後 4日後

1,177,436

中期的

関東平野北西縁断層帯主部 13,088 8,376 1,243 2,055 262

太田断層 5,410 3,462 514 849 108

片品川左岸断層 17 11 2 3 0

地　震

住宅機能支障 （世帯）

応急仮設住宅
必要世帯数

公営住宅入居
必要世帯数

民間賃貸住宅
入居必要世帯数

持ち家購入・
建替え必要世帯数

自宅改修・修理
必要世帯数

長期的

（単位：人） 

（単位：世帯） 
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地　震 簡易トイレ需要量 簡易トイレ過不足量

関東平野北西縁断層帯主部 17,667 △ 2,468

太田断層 6,040 9,159

片品川左岸断層 25 15,174

簡易トイレ需要量・過不足量予測結果一覧表 
 
 
 
 
 
 
 
 

地震後の家庭ゴミ及び粗大ゴミの発生量予測結果一覧表 
 
 
 
 
 
 
※ 予測では、阪神･淡路大震災の事例から平常時に比べたゴミ発生量の増加率より算定しました。この算定
にあたり、県全域が阪神･淡路大震災の兵庫県の事例と類似した状況となることを仮定しているため、地
震による区別はありません。予測した被害の状況から、関東平野北西縁断層帯主部による地震と太田断層
による地震の場合に相当すると考えられます。 

※ 東京ドーム 1杯分の容量は約 124万m3です。家庭ゴミ・粗大ゴミの比重を 0.3トン/m3とすると、東京ド
ーム 1杯分は約 37万トンほどです。 

 
 
 
  

家庭ごみ 粗大ごみ 家庭ごみ 粗大ごみ 家庭ごみ 粗大ごみ

半年後～1年後
地　震

発災～3ヶ月 3ヶ月後～半年後

56,207
関東平野北西縁断層帯主部
太田断層

5,21155,6226,84555,62214,751

（単位：トン/月） 

（単位：個） 

（△が不足） 
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１４．地震災害に関する意識調査 
群馬県地震被害想定調査の一環として、群馬県民を対象に、大規模地震に対する事前の
備えや発生時における行動等について、アンケート調査を実施しました。 
このアンケート調査結果については、今後、県が実施する地震防災対策に活用するため
の資料とします。 
 

アンケート調査の調査項目 

アンケート調査は、次の項目で実施しました。 
（１） 東日本大震災について 
（２） 大地震への不安について 
（３） 日ごろの防災対策について 
（４） 住宅の地震対策について 
（５） 家具類の固定について 
（６） ブロック塀等の対策について 
（７） 地域との関わり合いや協力について 
（８） 大地震が起きたときの行動について 
（９） これからの地震対策の取り組みについて 

 

アンケート調査の回答 

アンケート調査は、インターネットを通じて調査票を送付し、回答していただきました。 
回答数は 3,037名で、性別、年齢別の割合は、次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

アンケート調査結果 

 アンケート調査結果の概要は次ページのとおりです。 
 



 44

アンケート調査結果の概要 

  

  

No. 調査項目 回答の概要

・困ったことは「ガソリンの不足」が8割強

・最もほしかった情報は「給油情報」で７割強

・４人中３人が大地震にあうかもしれない不安を感じる

・大地震発生時は「電気・水道・ガス施設」と「家族や知人等の安否」の心配が８割弱

・大地震発生後は「家族の安否確認」、「電気、水道、ガス」、「ガソリンや灯油」が心配

・２割の人が「具体的な備えはしていない」

・災害時における連絡方法は携帯電話のメールが６割強

・食料を３日分以上備蓄している人は１／４、半数以上は備蓄していない

・飲料水を３日分以上備蓄しているのは約３割、半数近くは備蓄していない

・地震保険に加入している人は約４人中１人

・消火器を使える人は６割強、１７１（災害用伝言ダイヤル）を知らない人は約４割

・２割強の住居が築３０年以上

・「木造住宅」が７割弱

・自己又は親族の持ち家（一戸建）が８割弱

・耐震診断の受診については８割が消極的

・耐震補強を実施している人は4.4％

・今後５年以内に耐震補強を実施する予定がある人は1.9％

・耐震補強にお金をかけない、かけても50万円未満が合わせて半数以上

・リフォームを「実施した」人が半数以上

・固定している人、していない人が半々

・固定率が高いのは「食器棚」と「テレビ」

・固定を行わない理由は、「面倒だから」が３割弱

6 ブロック塀等の対策
について ・道路に面している塀等がある人のうち、補強をした又は予定があるのは１割未満

・「出会ったときに挨拶する程度」が半数

・自主防災組織があるのを「知らない」が７割

・防災訓練への参加経験がある人は7.6％

・大地震発生時に「病人、高齢者の避難の手助け」ができる人は７割

・携帯電話で緊急地震速報を受信できるように「している」人が６割

・緊急地震速報を見聞きした際の行動は、
  屋内では「テレビをつけた」、屋外では「何もできなかった」

・避難する基準は人により意見が分かれた

・避難場所は「指定された避難所（学校、公民館など）」が７割弱

・避難所で充実してほしいことは、「食料・飲料水の提供」が８割

・外出先から、何とかして車で帰ろうとする人が４割

・帰宅困難時に欲しい情報は、
  「家族や親戚・知人の安否」、「自宅周辺の被害」が７割超

・「避難すべきかどうかの判断をする」を行政対応とした人は5割
・住民や地域の対応が主となるのは「初期消火」「備蓄」

・自治体の取り組みに必要なことは、
  「食料や飲料水、医薬品などの備蓄物資の確保・充実」が８割弱

8

9

1

2

3

4

5

7

大地震が起きたとき
の行動について

これからの地震対策
の取り組みについて

東日本大震災につ
いて

大地震の不安につ
いて

日ごろの防災対策
について

住宅の地震対策に
ついて

家具類の固定につ
いて

地域との関わり合い
や協力について
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１５．被害想定結果 
 
 季節・時刻別に、３つの想定地震における被害想定結果を示します。 
  

群馬県地震被害想定調査結果一覧表 冬の5時(1) 

   
  

条
件

規模

タイプ

震度分布

全壊棟数 59,044 棟 21,897 棟 341 棟

半壊棟数 133,317 棟 53,151 棟 1,374 棟

合計 192,361 棟 75,048 棟 1,715 棟

焼失棟数 1,412 棟 380 棟 0 棟

県庁から車での到達時間
（地震前）

0.5
(高崎市役所まで）

時間 1.0
(太田市役所まで）

時間 1.5
(片品村役場まで）

時間

県庁から車での到達時間
（地震後１か月間）

1.0
(高崎市役所まで）

時間 1.5
(太田市役所まで）

時間 3.0
(片品村役場まで）

時間

鉄道橋脚 損壊（運行不能） 6 箇所 3 箇所 0 箇所

上水道 断水世帯数 482,024 世帯 217,423 世帯 1,520 世帯

下水道 被災人口 37,143 人 15,773 人 694 人

都市ガス 供給停止戸数 51,840 戸 29,657 戸 0 戸

LPガス 被害件数 4,690 件 2,343 件 29 件

電力 停電率 11.1 ％ 4.5 ％ 0.022 ％

通信 不通回線数 7,365 回線 2,887 回線 15 回線

揺れ(全壊・半壊) 2,887 人 1,098 人 4 人

（うち屋内収容物の転倒等） (80) 人 (35) 人 ― 人

ブロック塀等の転倒 2 人 1 人 0 人

屋外落下物 0 人 0 人 0 人

土砂災害 236 人 32 人 19 人

火災 8 人 3 人 0 人

小計 3,133 人 1,133 人 23 人

揺れ(全壊・半壊) 17,313 人 7,781 人 60 人

（うち屋内収容物の転倒等） (1,422) 人 (717) 人 (13) 人

ブロック塀等の転倒 49 人 31 人 1 人

屋外落下物 ― 人 0 人 0 人

土砂災害 296 人 40 人 24 人

火災 85 人 23 人 0 人

小計 17,743 人 7,874 人 85 人

20,876 人 9,008 人 108 人

想
定
地
震

地震の規模及び
タイプ等

マグニチュード8.1 マグニチュード7.1 マグニチュード7.0

活断層(地震調査研究推進
本部(2005)による）

活断層(熊原・近藤(2009)
による）

活断層（新編日本の活断層
(1991)及び活断層デジタル
マップ(2002)による）

県南西部を中心に震度６強
の範囲が大きく広がり、震
度７の地点も存在する。震
度６強は、県南東部にも広
がっている。

県南東部に震度６強の範囲
が広がり、震度７の地点も
存在する。

県北東部に震度６強の範囲
が広がり、震度７の地点も
存在している。

冬の5時（風速9m/秒） 関東平野北西縁断層帯
主部による地震

太田断層による地震 片品川左岸断層
による地震

物
的
被
害

建物被害

交
通
施
設

道路の到達圏

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

人
的
被
害

死者数

負傷者数

死傷者数合計
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群馬県地震被害想定調査結果一覧表 冬の5時(2) 

 

 

 

 

  

条
件

住宅 16,420 億円 6,605 億円 169 億円

家財 8,025 億円 3,383 億円 41 億円

償却資産 1,547 億円 646 億円 8 億円

在庫資産 995 億円 415 億円 5 億円

小計 26,987 億円 11,049 億円 223 億円

上水道 207 億円 93 億円 1 億円

下水道 1,229 億円 516 億円 30 億円

都市ガス 114 億円 65 億円 0 億円

LPガス 10 億円 5 億円 ― 億円

電力 133 億円 54 億円 ― 億円

小計 1,693 億円 735 億円 31 億円

道路 289 億円 31 億円 6 億円

鉄道 265 億円 63 億円 0 億円

小計 554 億円 94 億円 6 億円

29,234 億円 11,878 億円 260 億円

そ
の

他
重量（木造＋非木造） 869.9 万トン 362.7 万トン 8.4 万トン

※1　数値は、小数点以下で四捨五入しているため、合計が合わないことがあります。

※2　「－」は、0.5未満の数値を表しています。

※3　季節・時刻によって影響を受けない被害については、冬の18時における数値を用いています。

直
接
経
済
被
害

建物

ライフライン

交通施設

経済被害合計

震災廃棄物

冬の5時（風速9m/秒）
関東平野北西縁断層帯

主部による地震
太田断層による地震

片品川左岸断層
による地震
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群馬県地震被害想定調査結果一覧表 夏の12時(1) 

 

 

  

条
件

規模

タイプ

震度分布

全壊棟数 59,044 棟 21,897 棟 341 棟

半壊棟数 133,317 棟 53,151 棟 1,374 棟

合計 192,361 棟 75,048 棟 1,715 棟

焼失棟数 1,480 棟 1,109 棟 0 棟

県庁から車での到達時間
（地震前）

0.5
(高崎市役所まで）

時間
1.0

(太田市役所まで）
時間

1.5
(片品村役場まで）

時間

県庁から車での到達時間
（地震後１か月間）

1.0
(高崎市役所まで）

時間
1.5

(太田市役所まで）
時間

3.0
(片品村役場まで）

時間

鉄道橋脚 損壊（運行不能） 6 箇所 3 箇所 0 箇所

上水道 断水世帯数 482,024 世帯 217,423 世帯 1,520 世帯

下水道 被災人口 37,143 人 15,773 人 694 人

都市ガス 供給停止戸数 51,840 戸 29,657 戸 0 戸

LPガス 被害件数 4,690 件 2,343 件 29 件

電力 停電率 11.1 ％ 4.6 ％ 0.022 ％

通信 不通回線数 7,370 回線 3,249 回線 15 回線

揺れ(全壊・半壊) 2,197 人 999 人 2 人

（うち屋内収容物の転倒等） (66) 人 (31) 人 ― 人

ブロック塀等の転倒 8 人 5 人 ― 人

屋外落下物 0 人 0 人 0 人

土砂災害 86 人 12 人 7 人

火災 6 人 4 人 0 人

小計 2,297 人 1,020 人 9 人

揺れ(全壊・半壊) 13,616 人 6,222 人 39 人

（うち屋内収容物の転倒等） (1,199) 人 (629) 人 (11) 人

ブロック塀等の転倒 291 人 176 人 8 人

屋外落下物 ― 人 ― 人 0 人

土砂災害 108 人 15 人 9 人

火災 59 人 43 人 0 人

小計 14,074 人 6,454 人 56 人

16,372 人 7,474 人 65 人

想
定
地
震

地震の規模及び
タイプ等

マグニチュード8.1 マグニチュード7.1 マグニチュード7.0

活断層(地震調査研究推進
本部(2005)による）

活断層(熊原・近藤(2009)
による）

活断層（新編日本の活断層
(1991)及び活断層デジタル

マップ(2002)による）

県南西部を中心に震度６強
の範囲が大きく広がり、震
度７の地点も存在する。震
度６強は、県南東部にも広
がっている。

県南東部に震度６強の範囲
が広がり、震度７の地点も
存在する。

県北東部に震度６強の範囲
が広がり、震度７の地点も
存在している。

夏の12時（風速7m/秒）
関東平野北西縁断層帯

主部による地震
太田断層による地震

片品川左岸断層
による地震

物
的
被
害

建物被害

交
通
施
設

道路の到達圏

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

人
的
被
害

死者数

負傷者数

死傷者数合計



 48

 

群馬県地震被害想定調査結果一覧表 夏の12時(2) 

 

 

 

 

 

  

条
件

住宅 16,431 億円 6,720 億円 169 億円

家財 8,031 億円 3,450 億円 41 億円

償却資産 1,548 億円 656 億円 8 億円

在庫資産 995 億円 421 億円 5 億円

小計 27,005 億円 11,247 億円 223 億円

上水道 207 億円 93 億円 1 億円

下水道 1,229 億円 516 億円 30 億円

都市ガス 114 億円 65 億円 0 億円

LPガス 10 億円 5 億円 ― 億円

電力 133 億円 55 億円 ― 億円

小計 1,693 億円 736 億円 31 億円

道路 289 億円 31 億円 6 億円

鉄道 265 億円 63 億円 0 億円

小計 554 億円 94 億円 6 億円

29,252 億円 12,077 億円 260 億円

そ
の

他
重量（木造＋非木造） 870.1 万トン 363.4 万トン 8.4 万トン

※1　数値は、小数点以下で四捨五入しているため、合計が合わないことがあります。

※2　「－」は、0.5未満の数値を表しています。

※3　季節・時刻によって影響を受けない被害については、冬の18時における数値を用いています。

直
接
経
済
被
害

建物

ライフライン

交通施設

経済被害合計

震災廃棄物

夏の12時（風速7m/秒）
関東平野北西縁断層帯

主部による地震
太田断層による地震

片品川左岸断層
による地震



 49

 

群馬県地震被害想定調査結果一覧表 冬の18時(1) 

 

 

 

  

条
件

規模

タイプ

震度分布

全壊棟数 59,044 棟 21,897 棟 341 棟

半壊棟数 133,317 棟 53,151 棟 1,374 棟

合計 192,361 棟 75,048 棟 1,715 棟

焼失棟数 12,968 棟 4,146 棟 0 棟

県庁から車での到達時間
（地震前）

0.5
(高崎市役所まで）

時間
1.0

(太田市役所まで）
時間

1.5
(片品村役場まで）

時間

県庁から車での到達時間
（地震後１か月間）

1.0
(高崎市役所まで）

時間
1.5

(太田市役所まで）
時間

3.0
(片品村役場まで）

時間

鉄道橋脚 損壊（運行不能） 6 箇所 3 箇所 0 箇所

上水道 断水世帯数 482,024 世帯 217,423 世帯 1,520 世帯

下水道 被災人口 37,143 人 15,773 人 694 人

都市ガス 供給停止戸数 51,840 戸 29,657 戸 0 戸

LPガス 被害件数 4,690 件 2,343 件 29 件

電力 停電率 11.8 ％ 4.7 ％ 0.022 ％

通信 不通回線数 15,041 回線 4,763 回線 15 回線

揺れ(全壊・半壊) 2,271 人 959 人 3 人

（うち屋内収容物の転倒等） (65) 人 (29) 人 ― 人

ブロック塀等の転倒 15 人 9 人 ― 人

屋外落下物 ― 人 0 人 0 人

土砂災害 130 人 17 人 11 人

火災 239 人 68 人 0 人

小計 2,655 人 1,054 人 14 人

揺れ(全壊・半壊) 13,689 人 6,205 人 44 人

（うち屋内収容物の転倒等） (1,153) 人 (595) 人 (11) 人

ブロック塀等の転倒 535 人 322 人 15 人

屋外落下物 1 人 ― 人 0 人

土砂災害 163 人 22 人 13 人

火災 722 人 282 人 0 人

小計 15,109 人 6,831 人 72 人

17,764 人 7,884 人 86 人

マグニチュード7.1 マグニチュード7.0

冬の18時（風速9m/秒）
関東平野北西縁断層帯

主部による地震
太田断層による地震

片品川左岸断層
による地震

活断層(熊原・近藤(2009)
による）

活断層（新編日本の活断層
(1991)及び活断層デジタル

マップ(2002)による）

県南西部を中心に震度６強
の範囲が大きく広がり、震
度７の地点も存在する。震
度６強は、県南東部にも広
がっている。

県南東部に震度６強の範囲
が広がり、震度７の地点も
存在する。

県北東部に震度６強の範囲
が広がり、震度７の地点も
存在している。

人
的
被
害

死者数

負傷者数

死傷者数合計

活断層(地震調査研究推進
本部(2005)による）

想
定
地
震

地震の規模及び
タイプ等

マグニチュード8.1

物
的
被
害

建物被害

交
通
施
設

道路の到達圏

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
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群馬県地震被害想定調査結果一覧表 冬の18時(2) 

    

 
 
 
  

条
件

直後 253,918 人 108,471 人 766 人

１日後 543,589 人 245,422 人 766 人

２日後 536,871 人 241,794 人 766 人

４日後 340,820 人 149,556 人 766 人

１ヵ月後 262,270 人 108,471 人 766 人

群馬県内 146,100 人 104,401 人 0 人

住宅 18,178 億円 7,190 億円 169 億円

家財 8,998 億円 3,737 億円 41 億円

償却資産 1,696 億円 696 億円 8 億円

在庫資産 1,090 億円 448 億円 5 億円

小計 29,962 億円 12,070 億円 223 億円

上水道 207 億円 93 億円 1 億円

下水道 1,229 億円 516 億円 30 億円

都市ガス 114 億円 65 億円 0 億円

LPガス 10 億円 5 億円 ― 億円

電力 150 億円 60 億円 ― 億円

小計 1,710 億円 740 億円 31 億円

道路 289 億円 31 億円 6 億円

鉄道 265 億円 63 億円 0 億円

小計 554 億円 94 億円 6 億円

32,226 億円 12,904 億円 260 億円

食料　（1日後） 1,118,699 食 944,606 食 647,100 食

飲料水（1日後） 1,039,374 リットル 656,827 リットル 222,682 リットル

重量（木造＋非木造） 877.9 万トン 366.1 万トン 8.4 万トン

※1　数値は、小数点以下で四捨五入しているため、合計が合わないことがあります。

※2　「－」は、0.5未満の数値を表しています。

直
接
経
済
被
害

建物

ライフライン

交通施設

経済被害合計

そ
の
他

食料・飲料水
過不足量(△が不足）

震災廃棄物

冬の18時（風速9m/秒）
関東平野北西縁断層帯

主部による地震
太田断層による地震

片品川左岸断層
による地震

人
的
被
害

避難者数

帰宅困難者数
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＜参考資料＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜引用＞ 
地震調査研究推進本部地震調査委員会(2010)：「全国地震動予測地図 手引・解説編 2010年版」平成22年5月20日，p.52, 
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/10_yosokuchizu/k_sanko.pdf.  に加筆 

  

関東平野北西縁断層帯主部 
ほぼ 0%～0.008% 
（2012年 1月 1日での算定） 
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１６．おわりに 
 
現在、国等から発表されている、活断層による地震や海溝型地震の発生確率の多くは数
パーセントと、とても小さな値に見えます。しかし、この小さな値は決して安全を示す数
字ではありません。さらに、地震は、たとえ発生確率が低くても、いったん発生すればそ
の被害は甚大なものとなる可能性があります。 
 地震について考える際は、発生確率で安心することなく、地震が発生した場合の被害の
大きさも考え合わせることが不可欠です。 
 平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震という巨大地震により多くの尊
い命が失われました。千年に一回発生するとされた地震、一生のうちに遭わない確率の方
が高い地震が、我々が生きている間に発生したのです。 
 今を生きている私たちにとっては、発生したことが事実であり、「今後もまた発生するこ
とがある」ということを認識して、未来の安全・安心な生活を守るために、いつ発生する
かわからない大規模地震に対してもしっかりとした備えをしていかなければなりません。 
 
 そこで、今回の調査では、確率は低い、または、不明かもしれませんが、東北地方太平
洋沖地震が発生した現実を踏まえ、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震を想定し
ました。 
 本報告書は、県が行う地震防災対策に活用することはもちろんですが、市町村をはじめ
関係機関や企業における地震防災対策、県民の方々による地震への備えに役立てていただ
くことを期待しています。 
 
 
 今後、県では、この群馬県地震被害想定調査により想定された人的被害等の結果を踏ま
えて、地震による被害を軽減するための数値目標を「減災目標」として定め、この「減災
目標」を達成するために、県・市町村・県民等が一丸となって取り組むべき対策を盛り込
んだ「群馬県地震防災戦略」を策定し、より一層効果的な地震防災対策を戦略的に推進し
ていきます。 
 
 
 この調査は、群馬県地震被害想定調査検討委員会の委員より、専門的見地から御意見、
御指導をいただきながら実施しました。 
 また、調査実施にあたり、国、市町村、ライフライン関係各社、交通施設関係各社、通
信事業者、大学、研究機関、庁内関係課から貴重なデータの提供を受けました。 
 ここに記して、感謝の意を表します。 
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 佐藤　成尚



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
群馬県地震被害想定調査 
報 告 書 概 要 

 
発行年月 平成 24年 6月 

 
             企画・発行 群馬県総務部危機管理室 

             指   導 群馬県地震被害想定調査検討委員会 

             調   査 応用地質株式会社 
 
 
 
 
 


	表紙
	目次
	１．はじめに
	２．調査概要
	３．地震動
	４．液状化
	５．土砂災害
	６．建物被害
	７．火災被害
	８．人的被害
	９．交通輸送施設の被害
	１０．ライフライン被害
	１１．避難者、帰宅困難者
	１２．その他の被害
	１３．社会機能支障
	１４．地震災害に関する意識調査
	１５．被害想定結果
	１６．おわりに
	委員名簿


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




